
ノバレーゼ 代表取締役社⾧の荻野です。よろしくお願いいたします。
本日は、おいそがしいなか弊社決算説明会にご参加を賜り、
誠にありがとうございます。

2024年12月期通期決算と、
2025年12月期業績予想および重点施策について、
ご説明いたします。
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まずは、2024年12月期通期決算の要点をご説明いたします。
1点目、2024年12月期通期における売上収益は過去最高値を更新いたしました。
平均ゲスト数および平均組単価の伸⾧が、貢献いたしました。

2点目、ブライダル事業における各KPIが堅調に推移いたしました。
SNSを主軸とした競合優位性の高い広告宣伝施策が奏功した結果、
新規来館数が前年同期比プラス3.1％の10,191組で着地いたしました。

受注残組数も、前年同期比プラス7.0％の3,052組に増加しております。
また、婚礼衣裳部門における平均組単価の伸⾧が、
利益に寄与いたしました。

3点目、婚礼施設における一般飲食およびレストラン特化型事業が躍進しました。
婚礼施設における一般飲食の売上収益は、
前年同期比プラス66.4%で着地しております。

レストラン特化型については、出店ペースを加速し、
さらなる収益基盤の増強を図ります。
出店計画の詳細は、後ほどご説明いたします。

4点目、婚礼施設5店舗において減損損失を計上いたしました。
営業利益の水準は順調に推移したものの、一部店舗における収益性の悪化を受けて、
計3億8,000万円の減損損失を計上した結果、減益で着地いたしました。
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続いて、主要なKPIについてご説明いたします。

売上収益は、前年同期比プラス5.7％、
計画比マイナス1.4％の192億9,900万円、
営業利益は、前年同期比マイナス13.1％、
計画比マイナス21.8％の13億3,700万円、
親会社の所有者に帰属する当期利益は、
前年同期比マイナス29.5％、
計画比マイナス29.6％の6億6,300万円となりました。

先ほどもご説明したとおり、減損損失を計上いたしました。
なお、当社ではIFRSによる会計基準を採用しており、IFRSにおいて減損損失は
販売費及び一般管理費として認識されるため、
2024年12月期の営業利益額に影響を与えております。

施行組数は、前年同期比マイナス3.6％、
計画比マイナス2.1％の4,461組、
平均ゲスト数は、前年同期比プラス3.7％、計画比マイナス3.9％の53.7人、
平均組単価は、前年同期比プラス7.1％、
計画比マイナス0.8％の339万5,000円となりました。
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昨年、株式会社ティーケーピーによる当社株式に対する公開買付けの結果、
2024年12月19日付で株式会社ティーケーピーが
当社の親会社に該当することとなりました。

なお、今回締結した資本業務提携契約において、
当社株式の東京証券取引所スタンダード市場における上場を維持、
および経営の独立性を維持することで合意しております。

この度の資本業務提携により、
当社施設の平日稼働促進による収益性の向上、
既存事業における収益基盤拡大の加速化、
中⾧期的な成⾧に資する新規事業の創出など、
持続的成⾧に向けた新たな挑戦に乗り出すことができる環境が
整いつつあると考えています。

ティーケーピー社との業務提携の進捗等については、
後ほど詳しくご説明いたします。

続いて、2024年12月期 通期決算の詳細についてご説明いたします。
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連結損益計算書はご覧の通りです。
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営業利益の前年同期比 増減要因について図解しております。

まず、婚礼プロデュース部門および婚礼衣裳部門における
施行組数の減少による影響額が、マイナス4億7,100万円、
平均ゲスト数が増加したことによる影響額がプラス1,800万円、
平均組単価が増加したことによる影響額がプラス3億4,200万円、
一般飲食の売上が6億6,600万円増加したことによる影響額がプラス4億9,300万円、
当社および子会社における利益率上昇の影響額が2億400万円、
レストラン特化型の売上増加による影響額がプラス2,100万円、
子会社の外販収益増加による影響額がプラス2,200万円となりました。

一方、コスト面では、新店開業および集客力向上に向けた投資として、
人件費が8,300万円、広告宣伝費が2億5,300万円、
新店および既存店の減価償却費が1億3,600万円増加いたしました。

その結果、参考値として記載しているとおり
減損損失計上前の営業利益は17億5,300万円となり、
前年同期を上回る水準となりましたが、
一方で、2024年12月期の特殊要因として、
ティーケーピー社によるTOBに係る費用を3,500万円、
婚礼施設5店舗における減損損失を3億8,000万円計上したことにより、
2024年12月期の営業利益は13億3,700万円で着地いたしました。

なお、婚礼プロデュース部門における受注活動の状況は非常に好調に推移しており、
新規来館組数、受注組数、受注残組数ともに前年同期を上回って推移しております。
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続いて、営業利益の計画比 増減要因について図解しております。

婚礼プロデュース部門および婚礼衣裳部門における施行組数が、
計画を下回ったことによる影響額が、マイナス3億3,900万円、
平均ゲスト数の影響額がマイナス1億300万円、
平均組単価の増加による影響額がプラス2億800万円、
一般飲食売上の増加による影響額がプラス6,700万円、
レストラン特化型の増収による影響額がプラス900万円、
前期に採用した人材の定着状況が堅調に推移し、
採用費等が減少したことによる、人件費削減の影響額がプラス1億7,500万円、
子会社における利益率上昇の影響額がプラス9,700万円となりました。

なお、リゾート型施設『キラナリゾート沖縄』における助成金に係る
収益認識の差異による影響額が、マイナス6,400万円発生しております。

これらの結果、2024年12月期の営業利益は
当初の計画を超える水準で推移していたものの、
TOBに係る費用および減損損失の計上により、計画値を下回り着地いたしました。
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四半期業績の推移は、ご覧のとおりです。

2024年12月期第4四半期会計期間における売上収益および施行組数は、
いずれも前年同期から伸⾧し着地いたしました。

なお、当期の足元の状況につきましては、
2024年12月期の水準を上回るペースで順調に推移しております。
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2019年12月期以降の売上収益の推移です。

平均ゲスト数、平均組単価の回復に伴い、
2024年12月期の通期売上収益は過去最高値を更新いたしました。
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セグメント別の状況です。

ブライダル事業の売上収益は、平均ゲスト数の増加による平均組単価の上昇、
婚礼施設での宴会および一般飲食の需要の回復基調が継続的に貢献し、
前年同期比プラス4.5％の181億5,700万円で増収となりました。
セグメント利益は、新店に係る人件費等の開業費用および
集客力向上に向けた広告宣伝費が増加したものの、
施設の稼働率向上が貢献しました。
しかしながら、減損損失を計上したことが影響し、
前年同期比マイナス5.9％の25億9,400万円となりました。

レストラン特化型事業の売上収益は、
インバウンド需要や法人宴会の増加および
接待利用や一般飲食の回復基調により既存店の売上の増加等が貢献し、
前年同期比プラス28.0％の11億4,200万円で増収となりました。

セグメント利益は、
2024年に出店した2店舗の開業費用等が3,000万円発生したものの、
売上収益の増加が費用を吸収し、
前年同期比プラス1.5%の4,300万円で着地しました。

今期にも出店が決定していることから、さらなる増収を目指します。
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セグメント別の売上収益は、ご覧のとおりです。
詳細は次のページ以降でご説明いたします。

17



婚礼プロデュース部門の状況です。
売上収益は前年同期比プラス2.7％の85億8,600万円となりました。

施行組数は前年同期比マイナス3.6％の4,461組、
平均ゲスト数は前年同期比プラス3.7％の53.7人、
平均組単価は前年同期比プラス7.1％の339万5,000円となりました。

平均ゲスト数の回復基調が継続しており、
平均組単価の上昇に貢献しております。

新規来館組数は、前年同期比プラス3.1%の10,191組、
受注組数は、前年同期比プラス7.8％の4,660組となりました。

高受注者による社内研修の強化等により、
受注率の全国的な底上げを実現できており、
受注残組数も前年同期比プラス7.0％の3,052組で着地しております。

18



2019年12月期以降の受注組数の推移は、ご覧のとおりです。
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平均ゲスト数の推移です。

先ほどもご説明したとおり、平均ゲスト数は前年同期から1.9人増加しており、
今後の水準も、順調に増加傾向にあります。
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婚礼衣裳部門の状況です。

売上収益は前年同期比プラス0.2％の35億2,700万円となりました。

取扱組数は前年同期比マイナス7.0％の4,815組、
受注組数は前年同期比マイナス0.5％の4,868組となりましたが、
2024年12月期第4四半期会計期間において受注率が改善したことにより、
前年対比増減率は1.3ポイント改善しております。

社内販促活動の促進および提携会場との連携強化等により、
さらなる伸⾧を図ります。

受注残組数は前年同期比プラス2.2％の2,443組となりました。

平均組単価は、顧客満足度の向上を目的としたナレッジ共有および
研修機会の増加によるドレスコーディネーターの提案力強化や、
オプションアイテムの販売促進等が奏功し、
前年同期比プラス7.8％の73万2,000円となりました。

今期もさらなる施策を講じ、単価向上を図ります。
詳細については、後ほどご説明いたします。
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貸借対照表およびキャッシュ・フロー計算書はご覧の通りです。
2024年9月にリファイナンスを行ったことにより、借入金が流動負債から
非流動負債に振り替わっております。

また、今回のリファンナンスは、借入期間が5年9カ月の⾧期契約となりました。
借入を⾧期化することによって借り換えの懸念が払しょくでき、
さらなる財務基盤の安定性向上を図るとともに、
今後の成⾧に向けた資金需要に対応したいと考えております。

以上、決算の詳細についてご説明いたしました。
続いて、2025年12月期業績予想について、ご説明いたします。
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2025年12月期は、婚礼プロデュース部門における施行組数や平均組単価の増加、
婚礼衣裳部門における取扱組数の増加、
婚礼施設におけるレストラン営業およびレストラン特化型事業の強化により、
増収増益となる見通しです。

売上収益は前年同期比プラス6.3％の205億500万円、
売上総利益は前年同期比プラス6.0％の115億700万円、
営業利益は前年同期比プラス40.4％の18億7,800万円、
税引前利益は前年同期比プラス54.2％の15億400万円、
親会社の所有者に帰属する当期利益は前年同期比プラス51.9％の10億800万円です。

婚礼プロデュース部門における施行組数は、前年同期比プラス3.3％の4,609組です。

営業利益につきましては、次のページで詳しくご説明いたします。

24



通期営業利益予想の増減について図解しております。

施行組数が2024年を148組上回ることに伴う影響額がプラス2億6,000万円、
ゲスト数の増加に加え、引出物や写真・映像商品のラインアップ拡充、
婚礼料理の見直し等により、平均組単価が5万8,000円上昇し、
影響額としてプラス7,300万円を見込んでおります。
また、レストラン営業の拡大等による一般飲食の売上伸⾧に伴う
影響額をプラス4,800万円と見込んでおります。

一方、新店開業および施設稼働率の向上に係る人件費増加の影響額が
1億3,600万円、また、既存店のコスト水準は現状維持しつつ、
2026年の新規開業店舗に係る広告費が1億3,100万円増加する見込みです。

以上、来期の新店開業および集客力強化のための投資費用が増加するものの、
施行組数の増加、および平均組単価の上昇がコストを吸収すること等から、
2025年12月期の営業利益は前年同期比プラス40.4％の
18億7,800万円となる見込みです。

続いて、今期の重点施策（しさく）についてご説明いたします。
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2025年12月期の重点施策です。

具体的な内容をウエディング、レストラン、
新しい取り組みの3つのカテゴリーに分け、記載いたしました。

各項目の詳細については、次のページから詳しくご説明いたします。
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出店計画はご覧のとおりです。

2025年4月、東京都新宿区歌舞伎町の『東急歌舞伎町タワー』内に
レストラン『SHARI』ブランドを開業することが決定いたしました。

なお、土地賃借における手続きに時間を要したことから、
2025年上期に開業予定としていた静岡市のドレスショップの
開業時期が2025年下期に、
2025年春に開業予定としていた『HOMAM（旧マッケンジー邸）』の開業時期が、
2026年3月に変更となりました。
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婚礼プロデュース部門、婚礼衣裳部門における重点施策について、ご説明いたします。
具体的な内容に関する記載を、集客アップ、受注率アップ、単価アップの
3つのカテゴリーに分類しました。

まずは、婚礼プロデュース部門における重点施策を解説いたします。
集客アップについては、コロナ禍前に全国で延べ10万人を動員し、
数多くの成約実績がある自社独自のイベントを再開し、顕在顧客層はもちろん、
潜在顧客層への認知拡大に取り組みます。
受注率アップについては、2024年12月期の受注率アップにも貢献した
接客ツールや商品紹介動画の作成を強化することに注力してまいります。
単価アップについては、昨年から開始した会場ご成約後の新郎新婦を対象とした
オンラインセミナーの実施に加え、自社開発のWEB招待状の導入を今月から開始しました。
WEB招待状の利用が促進されることで、招待客の出席率向上が見込めるため、
参列者数の増加を図ります。

続いて、婚礼衣裳部門の重点施策を解説いたします。
集客アップについては、婚礼プロデュースの広告宣伝活動に連動したプロモーションを強化し、
ドレスブランドの認知向上および需要喚起に努めます。
受注率アップについては、自社ブランドの主力商品群を見直し、
中価格帯アイテムのラインアップを拡充することで、
持ち込み率の低下および受注率の向上を図ります。
単価アップについては、2024年12月期から好調に推移している
前撮りおよびロケーションフォトプランの拡充に着手します。

婚礼当日とは異なる日に、周囲の状況に気を配る必要なく、
時間に余裕を持って写真を撮影できる前撮りやロケーションフォトは、
単価アップだけでなく、顧客満足度の向上にも大きく貢献します。
引き続き1人でも多くのお客様に関心をお持ちいただけるよう、
スタッフの提案力強化にも努めてまいります。
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婚礼施設における一般飲食営業の重点施策について、ご説明いたします。
平日稼働および認知度のさらなる向上を図るべく、
2024年12月期から継続してレストラン営業を計画的に強化いたします。

ティーケーピー社および大手旅行代理店との連携強化により、
法人宴会受注数の増加を見込んでおります。

また、前年同期比106.4%もの伸び率を記録した期間限定イベントについては、
集客力が高く実績のあるイベントを定番化しつつ、
新しい企画にも積極的にチャレンジすることで、
婚礼施設のさらなる稼働率アップへの貢献を図ります。

婚礼施設における一般飲食営業は、婚礼施設全体の収益性向上のみならず、
潜在顧客層との早期接触、リピーターの定着率にも寄与します。
今期は、ティーケーピー社とのシナジーによる効果が、
当社事業活動に通期で寄与するため、今後のさらなる連携強化により、
当社の想定を上回る実績を実現することも可能だと考えています。
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レストラン特化型における重点施策について、ご説明いたします。
まずは、新店の概要です。

まずは、前回の決算説明会でもご紹介した、
レストラン『セラフィーナニューヨーク 赤坂店』です。
開業時期は2025年3月を予定しており、
アクセスの良さや、路面店で視認性も高い立地であること等から、
多くのお客様で連日にぎわうことが期待できます。

次に、2025年4月に開業予定の『SHARI』ブランドです。
2023年開業の『東急歌舞伎町タワー』内の居ぬき物件を、
ロール寿司などを楽しめる創作和食店にリニューアルします。

『東急歌舞伎町タワー』の上層にはホテルフロアもあることから、
インバウンドを含む観光目的の宿泊客の方々にも
ご利用いただければと考えております。
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レストラン特化型事業の状況はご覧の通りです。
2024年12月期の通期実績における売上高および来店客数は、
いずれのレストランブランドも前年同期比を上回り着地いたしました。
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既存の事業領域の枠をこえる、新しい取り組みについてご説明いたします。
当社の強みや独自性を活かし、新たな事業領域への進出を図ります。

まずは、ベトナム現地法人の設立です。
本日2月14日開催の取締役会において、本格的な海外での事業展開を視野に、
ベトナム現地法人の設立を決議しました。
レストラン事業の新規出店およびコンサルティング等の事業規模拡大に向けた
取り組みを進め、将来的にはブライダル事業への展開を目的としております。
まずは、2025年のレストラン開業を目指します。

次に、人材関連サービスの展開です。
創業当初から養ってきた、当社の人的資本経営における実績や知見をもとに、
人事領域に関するBtoB向けのサービスを新たに展開します。

1つ目は、人材紹介事業です。
ノウハウや経験則を活かし、異業種においても独自のポジショニング確立を図ります。

2つ目は、採用コンサルティングです。
2002年から23年間継続してきた新卒採用活動に対し、
業界における圧倒的な採用力が評価され、
株式会社東京會舘様から新卒採用活動の
コンサルティング業務を受託しました。

これらのほか、当社ブランドイメージの向上に資する
レストラン等との提携についても、あらゆる可能性を視野に検討を進めています。

進捗につきましては、随時ご報告いたします。
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中⾧期的な成⾧イメージについて、図示しております。

創業から現在に至るまで、大きく発展を遂げてきた
ブライダル事業およびレストラン特化型事業については、
継続的な出店によるシェアの拡大、
初期投資額を抑えた無理のない経営スタイルによる収益基盤の確保により、
中⾧期的な視野で、堅調な事業基盤の拡大に努めてまいります。

また、先ほど2025年12月期重点施策でもお話ししたように、
今後はブライダル業界の枠をこえ、
新規事業やさらなる海外展開にも積極的に挑戦します。
持続的な企業成⾧を促進させるような新規事業の発掘や、
世界各国を対象とした新たなマーケットへのアプローチにより、
非連続的な成⾧促進を図ります。

当社は、短期的な利益の拡大を優先するのではなく、
10年後も20年後も世の中に必要とされる企業として存在するために、
すべてのステークホルダーのみなさまに対して、誠実かつ公明正大であり続け、
業界内外を問わず圧倒的に信用・信頼されるブランドとして
社会とともに持続的な成⾧を目指してまいります。
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最後に株主還元です。

昨年中にお知らせしたとおり、2024年12月期の株主優待制度において、
特選ギフトの申込制導入およびレストラン優待券の利用範囲拡充を実施します。
詳細はご覧のとおりです。

以上、2025年12月期の重点施策について、ご説明いたしました。
ご清聴いただき、誠にありがとうございました。
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